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研究ノート
経済・経営系学部の国際化への
取り組みについての研究１）
関西大学経済学部重点領域研究会２）  
 １．はじめに
　本稿の目的は、関西大学経済学部重点領域研究会で実施した『教育の国際化に関するアン
ケート』調査の結果をもとに、経済経営系学部において、学部独自に「国際化」についてど
のような取り組みがなされているのかを明らかにすることである。
１）本研究は2009年度関西大学重点領域研究助成の研究成果である。
２）メンバーは北川勝彦、橋本紀子、佐々木保幸、後藤健太、北波道子、榊原雄一郎。
要　　旨
　本調査研究では、『教育の国際化に関するアンケート』調査の結果をもとに、経済経
営系学部において、学部独自で「国際化」についてどのような取り組みがなされている
のかを明らかにした。本調査研究から明らかになったのは以下の点である。①現在ほぼ
すべての大学は各種留学プログラムを中心に様々な国際化への取り組みを進めている
が、全学レベルに比べて学部独自での取り組みは現在のところ限られたものである。②
学部独自の留学プログラムのカリキュラム上の位置づけは選択科目である。実施体制に
ついてみれば、期間が短いほど教職員の引率者数が多く、旅行会社・仲介業者のサポー
トを得ているケースも多くなっていた。事前・事後授業の有無については期間が短いほ
ど行っている割合は高い。③学部独自の留学プログラムの特長としては、現地学生との
交流を挙げる回答が多い。また、独自の留学プログラムを行う理由としては学部カリ
キュラムの充実や学部のイメージアップといった学部独自の戦略にかかわるものが多い
が、全学プログラムの補完といった方向性も見られる。④推進する上での課題について
は、応募者数の問題、学生の語学レベルの問題、学生の費用負担問題、危機管理に対す
る対応の問題、教員・事務職員の負担の問題等が指摘された。
キーワード： 経済経営系学部；国際化；留学
経済学文献季報分類番号：01-14
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　わが国における少子高齢化の進展、国公立大学の独立行政法人化等、大学をとりまく環境
は近年非常に大きく変化している。こうした中で各大学は、さらなる発展あるいは生き残り
をかけて様々な取り組みを打ち出し始めている。そこで重要となるキーワードが「国際化」「グ
ローバル化」である。経済のグローバル化が進んでいるといわれている現在、各大学はグロ
ーバルなフィールドで活躍できる人材の育成に力を入れている。このように多くの大学では、
大学全体で様々な国際化への取り組みを行っているのである。
　さらに近年では、学部が独自に様々な国際化への取り組みを進めるケースが見られる。し
かし、こうした学部独自の国際化への取り組みについて、その実態はほとんど明らかになっ
ていないのが現状である。そこで本調査では、現在経済経営系学部が学部独自でどのような
国際化への取り組みを進めているのか実態を明らかにする。
　さて、学部が独自で国際化を進める意義と課題は以下のとおりである。意義としては、①
専門科目等きめ細かなカリキュラムを組むことが出来る、②学部の独自性をアピールするこ
とが出来る。一方課題としては、①応募者数の問題、②教員、事務職員の負担増の問題があ
げられる。こうしたことからある程度規模が大きい学部でなければ独自の取り組みは難しい
かもしれない。
　本稿で明らかにするのは以下の点である。①大学全体および学部独自で国際化に向けてど
のような取り組みをおこなっているのか、②学部独自の留学プログラムの実施状況について、
③同プログラムの実施体制について、④学部独自の留学プログラムの特長がどこにあると考
えているのか、⑤プログラムを推進する上での課題、について本研究では明らかにしたい。
 ２．回答学部の概要
　本調査は、関西大学経済学部重点領域研究会が2009年12月 9 日から同25日にかけておこな
った。『大学要覧』に掲載されている各大学の情報をもとに経済・経営系学部３）をピックア
ップし、その結果抽出された247学部にアンケートを発送した。なお、本調査は学部独自の
取り組みを理解することが目的であるので、一つの大学に複数の経済・経営系学部がある場
合には学部ごとに発送している。そのうち91学部より回答を得た。回答率は36.8％である。
　回答学部の概要は以下のとおりである。大学の経営形態では私立大学65学部（71.4％）、
国立大学17学部（18.7％）公立大学 9 学部（9.9％）となった（N=91）。すべての回答学部が
4 年制大学となっているが、うち 2 学部では短大を併設している（N=91）。地域別では北海
３）経済学部、経営学部、商学部のほか学部名の一部に「経済」、「経営」等がつく学部。
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道 / 東北が 9 （10.0％）、関東28（31.1％）、甲信越 / 北陸 3 （3.3％）、東海11（12.2％）、関
西 / 近畿23（25.6％）、中国 7（7.8％）、四国 3（3.3％）、九州 / 沖縄 7（7.8％）となった（N=90）。
 ３．国際化への取り組み
　ここでは大学全体及び学部独自で国際化に向けてどのような取り組みを行っているのかを
確認する。本調査では「1．各種留学プログラムの実施」（短期・長期）「 2 ．外国語での
講義を開講」「 3 ．留学生の積極的な受け入れ」の 3 種の取り組みについて行っているかど
うかたずねている。回答は「行っている」「検討中」「予定なし」で聞いているが、無回答
は「行っていない」と理解することができることからここでは無回答は「行っていない」に
分類する。
　大学全体として行っている取り組みについては「各種留学プログラムの実施（長期）」（82.4
％）「留学生の積極的な受け入れ」（81.3％）「各種留学プログラムの実施（短期）」（72.5％）
の順で高い比率を示している（N=91）。「外国語での講義の開講」（54.9％）を除き、大学レ
ベルでみれば各大学で様々な取り組みを行われていると評価できる（図表 3 - 1 ）。
　一方、学部独自では「留学生の積極的な受け入れ」（53.8％）「外国語での講義を開講」（42.9％）
「各種留学プログラムの実施（長期）」（34.1％）の順になっているが、いずれの取り組みも
大学全体と比較すれば低位に留まっている（N=91）。また各取り組みの今後についても「予
定なし」の回答が多くなっている（図表 3 - 2 ）。留学プログラムをはじめとする国際化への
取り組みは各大学で積極的に行われているが、現時点で実施主体は大学が中心であり、学部
のイニシアティブによって行われるプログラムはそれほど多くないのが現状である。
図表3-1　大学全体の取り組み 図表3-2　学部独自の取り組み
（出所）調査結果より著者作成。
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 ４．学部独自の留学プログラムの実施状況
　本章では学部独自の留学プログラムの実施状況およびその内容について検討する。ここで
は留学プログラムを期間で区分し、「 1 週間から 2 週間の研修旅行」「 2 週間から 1 ヶ月程度
の短期留学」「 1 学期（半年単位）の単位認定留学」「 1 年以上の単位認定留学」の 4 つに分
けてみていく。なお、各プログラムの実施率は「 1 週間から 2 週間の研修旅行」（17.6％）、「 2
週間から 1 ヶ月程度の短期留学」（20.6％）、「 1 学期（半年単位）の単位認定留学」（20.6％）、
「 1 年以上の単位認定留学」（25.3％）となった（N=91）。
4–1　 1 週間から 2週間の研修旅行
　本プログラムの実施率は17.6％で他のプログラムに比べて最も低くなった。プログラムの
目的地を国別にみると中国 6 、アメリカ 5 、ドイツ 2 、カナダ 2 、オーストラリア 2 と続い
ている（N=26）４）。プログラムの目的地は中国を除けば欧米方面が多い。定員は Min.6人〜
Max.35人で幅があるが30人程度としているところが最も多い。費用は目的地によって大き
く異なるが、目的地が欧米となる場合20万円〜30万円程度、アジアの場合は10万〜20万円程
度となっている。プログラム参加による取得単位は 0 〜 2 単位が多くなっている。取得単位
の差異はプログラムの内容（現地での講義、エクスカーションの有無等）によって変わって
くるものと思われる。また、カリキュラム上の位置づけとしては「③選択科目の一つ」とい
う回答が最も多く 9 （69.2%）なった（N=13）。現地見学会は 6 学部（23.1％）で実施して
いるが、現地での専門科目の実施は 2 学部（7.7％）に留まった。
4–2　 2 週間から 1ヶ月程度の短期留学
　本プログラムの実施率は20.6％となった。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ 9 、
中国4、オーストラリア 4 、イギリス 3 と続いている（N=27）５）。プログラムの目的地は欧
米方面が多く、アジアでは中国が多くなっている。定員は10人〜20人程度が最も多い。費用
４） それ以外に、フランス、ベトナム、シンガポール、台湾、タイ、イギリス、韓国、中東、アジアの記
述があった。一つの学部で複数のプログラムを実施している場合があるため、実施学部数よりもプロ
グラム数のほうが多くなっている。
５）それ以外に、台湾、ドイツ、フランス、韓国、英語圏の記述があった。
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は目的地が欧米となる場合40万円〜60万円程度、アジアの場合は20万円程度が多くなってい
る。プログラム参加による取得単位は語学での 2 単位が多くなっている。カリキュラム上の
位置づけとしては「③選択科目の一つ」という回答が最も多く19（75.0%）なった（N=24）。
現地見学会は 3 学部（23.1％）、現地での専門科目の実施は1学部（7.7％）に留まった。
4–3　 1 学期（半年単位）の単位認定留学
　本プログラムの実施率は20.6％となった。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ 6 、
中国 4 、韓国 3 、ドイツ 3 と続いている（N=26）６）。プログラムの目的地は欧米方面とアジ
ア方面がともに多くなっている。定員は 5 人以下がほとんどであるが一部の学部では20名程
度のかなり多い定員を設けている。費用は目的地が欧米となる場合には100万円程度となっ
ているが、一部では交通費のみや食費のみの極めて安価なプログラムも存在する。プログラ
ム参加による取得単位は、留学先の大学で取得できた分（上限あり）というパターンと、語
学と専門科目をあわせて16単位程度というパターンが多くなっている。カリキュラム上の位
置づけとしては「⑦その他」という回答が最も多く 3 、「②選択必修の一つ」「③選択科目の
一つ」が各 2 で続いた。現地見学会は 1 学部にとどまったが、現地での専門科目の実施は 9
学部（34.6％）にのぼった（N=26）。
4–4　 1 年以上の単位認定留学
　本プログラムの実施率は25.3％であり、 4 つのプログラムの中では最も実施率が高くなっ
た。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ12、中国 5 、韓国 4 、フランス 4 、イギリス 4 、
ドイツ 4 となった（N=26）７）。目的地ではアメリカが圧倒的に多くなっている。定員は若干
名がほとんどであるが、一部のプログラムでは30名や無制限といったかなり多い定員数を設
けている。費用は大きく 2 パターンに分かれ、滞在費のみや食費のみといった極めて安価な
パターンと100万円から300万円程度というパターンが多くなった。極めて安価なプログラム
では定員が極めて少ないものが多く、一方定員が多いプログラムの費用が高いのは実費に近
くなっているためと思われる。プログラム参加による取得単位は、上限を定め留学先の大学
６） それ以外に、フランス 2 、イギリス 2 、カナダ 2 、台湾、オーストラリア、ロシア、マレーシアの記
述があった。
７） それ以外に、オーストラリア 3 、台湾 2 、カナダ 2 、ロシア、ニュージーランド、英語圏、世界13カ
国の記述があった。
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 ４．学部独自の留学プログラムの実施状況
　本章では学部独自の留学プログラムの実施状況およびその内容について検討する。ここで
は留学プログラムを期間で区分し、「 1 週間から 2 週間の研修旅行」「 2 週間から 1 ヶ月程度
の短期留学」「 1 学期（半年単位）の単位認定留学」「 1 年以上の単位認定留学」の 4 つに分
けてみていく。なお、各プログラムの実施率は「 1 週間から 2 週間の研修旅行」（17.6％）、「 2
週間から 1 ヶ月程度の短期留学」（20.6％）、「 1 学期（半年単位）の単位認定留学」（20.6％）、
「 1 年以上の単位認定留学」（25.3％）となった（N=91）。
4–1　 1 週間から 2週間の研修旅行
　本プログラムの実施率は17.6％で他のプログラムに比べて最も低くなった。プログラムの
目的地を国別にみると中国 6 、アメリカ 5 、ドイツ 2 、カナダ 2 、オーストラリア 2 と続い
ている（N=26）４）。プログラムの目的地は中国を除けば欧米方面が多い。定員は Min.6人〜
Max.35人で幅があるが30人程度としているところが最も多い。費用は目的地によって大き
く異なるが、目的地が欧米となる場合20万円〜30万円程度、アジアの場合は10万〜20万円程
度となっている。プログラム参加による取得単位は 0 〜 2 単位が多くなっている。取得単位
の差異はプログラムの内容（現地での講義、エクスカーションの有無等）によって変わって
くるものと思われる。また、カリキュラム上の位置づけとしては「③選択科目の一つ」とい
う回答が最も多く 9 （69.2%）なった（N=13）。現地見学会は 6 学部（23.1％）で実施して
いるが、現地での専門科目の実施は 2 学部（7.7％）に留まった。
4–2　 2 週間から 1ヶ月程度の短期留学
　本プログラムの実施率は20.6％となった。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ 9 、
中国4、オーストラリア 4 、イギリス 3 と続いている（N=27）５）。プログラムの目的地は欧
米方面が多く、アジアでは中国が多くなっている。定員は10人〜20人程度が最も多い。費用
４） それ以外に、フランス、ベトナム、シンガポール、台湾、タイ、イギリス、韓国、中東、アジアの記
述があった。一つの学部で複数のプログラムを実施している場合があるため、実施学部数よりもプロ
グラム数のほうが多くなっている。
５）それ以外に、台湾、ドイツ、フランス、韓国、英語圏の記述があった。
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は目的地が欧米となる場合40万円〜60万円程度、アジアの場合は20万円程度が多くなってい
る。プログラム参加による取得単位は語学での 2 単位が多くなっている。カリキュラム上の
位置づけとしては「③選択科目の一つ」という回答が最も多く19（75.0%）なった（N=24）。
現地見学会は 3 学部（23.1％）、現地での専門科目の実施は1学部（7.7％）に留まった。
4–3　 1 学期（半年単位）の単位認定留学
　本プログラムの実施率は20.6％となった。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ 6 、
中国 4 、韓国 3 、ドイツ 3 と続いている（N=26）６）。プログラムの目的地は欧米方面とアジ
ア方面がともに多くなっている。定員は 5 人以下がほとんどであるが一部の学部では20名程
度のかなり多い定員を設けている。費用は目的地が欧米となる場合には100万円程度となっ
ているが、一部では交通費のみや食費のみの極めて安価なプログラムも存在する。プログラ
ム参加による取得単位は、留学先の大学で取得できた分（上限あり）というパターンと、語
学と専門科目をあわせて16単位程度というパターンが多くなっている。カリキュラム上の位
置づけとしては「⑦その他」という回答が最も多く 3 、「②選択必修の一つ」「③選択科目の
一つ」が各 2 で続いた。現地見学会は 1 学部にとどまったが、現地での専門科目の実施は 9
学部（34.6％）にのぼった（N=26）。
4–4　 1 年以上の単位認定留学
　本プログラムの実施率は25.3％であり、 4 つのプログラムの中では最も実施率が高くなっ
た。プログラムの目的地を国別にみるとアメリカ12、中国 5 、韓国 4 、フランス 4 、イギリス 4 、
ドイツ 4 となった（N=26）７）。目的地ではアメリカが圧倒的に多くなっている。定員は若干
名がほとんどであるが、一部のプログラムでは30名や無制限といったかなり多い定員数を設
けている。費用は大きく 2 パターンに分かれ、滞在費のみや食費のみといった極めて安価な
パターンと100万円から300万円程度というパターンが多くなった。極めて安価なプログラム
では定員が極めて少ないものが多く、一方定員が多いプログラムの費用が高いのは実費に近
くなっているためと思われる。プログラム参加による取得単位は、上限を定め留学先の大学
６） それ以外に、フランス 2 、イギリス 2 、カナダ 2 、台湾、オーストラリア、ロシア、マレーシアの記
述があった。
７） それ以外に、オーストラリア 3 、台湾 2 、カナダ 2 、ロシア、ニュージーランド、英語圏、世界13カ
国の記述があった。
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で取得できた分というパターンが多くなっている。ここでの上限は30単位程度が最も多いが
60単位としているものも 4 あった。ここでは「 1 年以上」の留学プログラムとして聞いてい
るので留学期間の長短で取得単位の上限が変わってくる可能性がある。カリキュラム上の位
置づけとしてはほとんどの回答が「③選択科目の一つ」であった。ここでは現地見学会は行
っているプログラムはないが、現地での専門科目の実施は13プログラムにのぼった（N=26）。
図表4-1　学部独自各プログラムの実施状況
 ５．学部独自の留学プログラムの実施体制
　本章では 4 で確認した各種留学プログラムの実施体制について明らかにしたい。ここでは
各種留学プログラムごとの実施体制について、引率教員および事務員の人数、引率期間、旅
行会社・仲介業者のサポートの有無、事前・事後授業の有無についてたずねている。以下で
はプラグラムごとにみていく。
5–1　 1 週間から 2週間の研修旅行
　プログラムでの教員の引率者数は 1 人が 8 （61.5％）、 2 人が 4 （30.8％）、 3 人が １ （7.7
％）となった（N ＝13）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は1.46人である。一方
事務員の引率人数は 0 人が 6 （60.0％）、 1 人が 4 （40.0％）となった（N=10）。 1 プログラ
ムあたりの事務員の平均引率者数は0.4人である。なお、記述なしが 3 あったがこれを 0 人
と理解すれば平均引率者数は0.31人となる。引率期間は Min.7日〜 Max.30日で、分布として
は10日〜15日間程度が最も多くなった。旅行会社・仲介業者のサポートの有無については、「あ
プログラム 主な目的地 定員 費用（万円） 取得単位 位置づけ
1 週間から 2 週間の
研修旅行
中国とアメリカ等の
欧米
30人程度
欧米；20〜30
アジア；10〜20
0 〜 2 、語学 選択科目
2 週間から 1 ヶ月程
度の短期留学
アメリカ等の欧米と
中国
10〜20人程度
欧米；40〜60
アジア；約20
2 、語学 選択科目
1 学期（半年単位）
の単位認定留学
アメリカ、中国、韓
国、ドイツ
5 名程度
欧米；100、一
部極めて安価
取得分（上限
あり）、16
選択ほか
1 年以上の単位認定
留学
アメリカ、ヨーロッ
パ、中国、韓国
若干名
100〜300、一部
極めて安価
取得分（上限
30〜60）
選択科目
（出所）調査結果より著者作成。
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る」が 9 （69.2％）となった（N=13）。事前・事後授業の有無は「ある」が10（76.9％）と
なっている（N=13）。
5–2　 2 週間から 1ヶ月程度の短期留学
　プログラムでの教員の引率者数は 1 人が 8 （47.1％）、 0 人が 6 （35.3％）、 2 人が 3 （17.6
％）となった（N ＝17）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は0.82人である。一方
事務員の引率人数は 0 人が11（100.0％）となった（N=11）。 1 プログラムあたりの事務員
の平均引率者数は0.0人である。なお、ここでは記述なしが 8 あった。引率期間は Min.2 日
〜 Max.30日であるが、分布としては 7 日以下と21日以上の 2 つの山がみられた。旅行会社・
仲介業者のサポートの有無については、「ある」が12（70.6％）となった（N=17）。事前・
事後授業の有無は「ある」が13（76.5％）となった（N=17）。
5–3　 1 学期（半年単位）の単位認定留学
　プログラムでの教員の引率者数は 0 人が11（47.1％）、 1 人が 3 （35.3％）となった（N ＝
14）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は0.21人である。一方事務員の引率人数は
0 人が 9 （100.0％）となった（N= 9 ）。 1 プログラムあたりの事務員の平均引率者数は0.0
人である。なお、ここでは記述なしが 8 あった。旅行会社・仲介業者のサポートの有無につ
いては、「ある」が 3（17.6％）となった（N=17）。事前・事後授業の有無は「ある」が 6（35.3
％）となった（N=17）。 1 学期（半年単位）の単位認定留学プログラムではこれよりも期間
が短いプログラムに比べて引率者の数が極めて少なく、また旅行会社・仲介業者のサポート
が少なくなっているのが特徴である。これはおそらく同期間の留学プログラムの実施にあた
って協定大学等を活用していることによるものと考えられる。この点については本アンケー
ト調査からのみでは断定的なことが言えないので今後さらなる調査が必要である。
5–4　 1 年以上の単位認定留学
　教員の引率者数は 0 人が11（84.6％）、 1 人が 2 （15.4％）となった（N ＝13）。 1 プログ
ラムあたりの教員の平均引率者数は0.15人である。一方事務員の引率人数は 0 人が10（100.0
％）となった（N=10）。1 プログラムあたりの事務員の平均引率者数は0.0人である。旅行会社・
仲介業者のサポートの有無については、「ある」が 3 （20.0％）となった（N=15）。事前・
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で取得できた分というパターンが多くなっている。ここでの上限は30単位程度が最も多いが
60単位としているものも 4 あった。ここでは「 1 年以上」の留学プログラムとして聞いてい
るので留学期間の長短で取得単位の上限が変わってくる可能性がある。カリキュラム上の位
置づけとしてはほとんどの回答が「③選択科目の一つ」であった。ここでは現地見学会は行
っているプログラムはないが、現地での専門科目の実施は13プログラムにのぼった（N=26）。
図表4-1　学部独自各プログラムの実施状況
 ５．学部独自の留学プログラムの実施体制
　本章では 4 で確認した各種留学プログラムの実施体制について明らかにしたい。ここでは
各種留学プログラムごとの実施体制について、引率教員および事務員の人数、引率期間、旅
行会社・仲介業者のサポートの有無、事前・事後授業の有無についてたずねている。以下で
はプラグラムごとにみていく。
5–1　 1 週間から 2週間の研修旅行
　プログラムでの教員の引率者数は 1 人が 8 （61.5％）、 2 人が 4 （30.8％）、 3 人が １ （7.7
％）となった（N ＝13）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は1.46人である。一方
事務員の引率人数は 0 人が 6 （60.0％）、 1 人が 4 （40.0％）となった（N=10）。 1 プログラ
ムあたりの事務員の平均引率者数は0.4人である。なお、記述なしが 3 あったがこれを 0 人
と理解すれば平均引率者数は0.31人となる。引率期間は Min.7日〜 Max.30日で、分布として
は10日〜15日間程度が最も多くなった。旅行会社・仲介業者のサポートの有無については、「あ
プログラム 主な目的地 定員 費用（万円） 取得単位 位置づけ
1 週間から 2 週間の
研修旅行
中国とアメリカ等の
欧米
30人程度
欧米；20〜30
アジア；10〜20
0 〜 2 、語学 選択科目
2 週間から 1 ヶ月程
度の短期留学
アメリカ等の欧米と
中国
10〜20人程度
欧米；40〜60
アジア；約20
2 、語学 選択科目
1 学期（半年単位）
の単位認定留学
アメリカ、中国、韓
国、ドイツ
5 名程度
欧米；100、一
部極めて安価
取得分（上限
あり）、16
選択ほか
1 年以上の単位認定
留学
アメリカ、ヨーロッ
パ、中国、韓国
若干名
100〜300、一部
極めて安価
取得分（上限
30〜60）
選択科目
（出所）調査結果より著者作成。
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る」が 9 （69.2％）となった（N=13）。事前・事後授業の有無は「ある」が10（76.9％）と
なっている（N=13）。
5–2　 2 週間から 1ヶ月程度の短期留学
　プログラムでの教員の引率者数は 1 人が 8 （47.1％）、 0 人が 6 （35.3％）、 2 人が 3 （17.6
％）となった（N ＝17）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は0.82人である。一方
事務員の引率人数は 0 人が11（100.0％）となった（N=11）。 1 プログラムあたりの事務員
の平均引率者数は0.0人である。なお、ここでは記述なしが 8 あった。引率期間は Min.2 日
〜 Max.30日であるが、分布としては 7 日以下と21日以上の 2 つの山がみられた。旅行会社・
仲介業者のサポートの有無については、「ある」が12（70.6％）となった（N=17）。事前・
事後授業の有無は「ある」が13（76.5％）となった（N=17）。
5–3　 1 学期（半年単位）の単位認定留学
　プログラムでの教員の引率者数は 0 人が11（47.1％）、 1 人が 3 （35.3％）となった（N ＝
14）。 1 プログラムあたりの教員の平均引率者数は0.21人である。一方事務員の引率人数は
0 人が 9 （100.0％）となった（N= 9 ）。 1 プログラムあたりの事務員の平均引率者数は0.0
人である。なお、ここでは記述なしが 8 あった。旅行会社・仲介業者のサポートの有無につ
いては、「ある」が 3（17.6％）となった（N=17）。事前・事後授業の有無は「ある」が 6（35.3
％）となった（N=17）。 1 学期（半年単位）の単位認定留学プログラムではこれよりも期間
が短いプログラムに比べて引率者の数が極めて少なく、また旅行会社・仲介業者のサポート
が少なくなっているのが特徴である。これはおそらく同期間の留学プログラムの実施にあた
って協定大学等を活用していることによるものと考えられる。この点については本アンケー
ト調査からのみでは断定的なことが言えないので今後さらなる調査が必要である。
5–4　 1 年以上の単位認定留学
　教員の引率者数は 0 人が11（84.6％）、 1 人が 2 （15.4％）となった（N ＝13）。 1 プログ
ラムあたりの教員の平均引率者数は0.15人である。一方事務員の引率人数は 0 人が10（100.0
％）となった（N=10）。1 プログラムあたりの事務員の平均引率者数は0.0人である。旅行会社・
仲介業者のサポートの有無については、「ある」が 3 （20.0％）となった（N=15）。事前・
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事後授業の有無は「ある」が 2 （13.3％）となった（N=15）。 1 年以上の単位認定留学プロ
グラムは、 1 学期（半年単位）の単位認定留学プログラム同様、これよりも期間が短いプロ
グラムに比べて引率者の数が極めて少なく、また旅行会社・仲介業者のサポートが少なくな
っているのが特徴である。これも 1 学期（半年単位）の単位認定留学同様に同期間の留学プ
ログラムの実施にあたって協定大学等を活用していることによるものと考えられる。
 ６．学部独自の留学プログラムの特長
　本章では学部独自の留学プログラムにどのような特長があるのかを聞いている８）。ここで
は学部独自の留学プログラムの特長としてあてはまるものを複数回答で選んでもらってい
る。選択肢は「①英語での専門科目を開講」「②担当教職員の引率」「③現地企業、機関への
現地見学会の充実」「④専門の事前・事後授業の充実」「⑤現地学生との交流」「⑥ホームス
テイ」「⑦現地での24時間日本語サポート」「⑧参加費用を援助するための奨学金」「⑨その他」
である（図表 6 - 1 ）。
８） ここでは大学全体の留学プログラムと比較した際の学部独自のプログラムの特長および存在意義を聞
き出したかったがうまく聞き出せていない。
引率教員
（ 1ｐ. あたり）
引率事務員
（ 1ｐ. あたり）
引率期間
旅行会社等の
サポート
事前・事後授業
の有無
1 週間から 2 週間の
研修旅行
1.46人 0.40人 10〜15日程度 69.2％ 76.9％
2 週間から 1 ヶ月程
度の短期留学
0.82人 0.0人
7日以下、21〜
30日
70.6％ 76.5％
1 学期（半年単位）
の単位認定留学
0.21人 0.0人 ― 17.6％ 35.3％
1 年以上の単位認定
留学
0.15人 0.0人 — 20.0％ 13.3％
図表5-1　学部独自各プログラムの実施体制
（出所）調査結果より著者作成。
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経済・経営系学部の国際化への 取り組みについての研究（関西大学経済学部重点領域研究会）
　多い順にあげれば「⑤現地学生との交流」、31「⑧参加費用を援助するための奨学金」22、「②
担当教職員の引率」21、「①英語での専門科目を開講」20、「④専門の事前・事後授業の充実」
19となった。「⑧参加費用を援助するための奨学金」を除くこれらの項目は学部独自の留学
プログラムの存在意義を高める極めて重視されている要素といえよう。
　次に学部独自の留学プログラムを行う理由についてあてはまるものを複数回答で選んでも
らった。選択肢は「①学部イメージの向上」「②大学（全学）の国際化プログラムの補完」「③
学部カリキュラム充実の一環」「④父母からの要望」「⑤その他」である（図表 6 - 2 ）。
 
　「③学部カリキュラム充実の一環」31および「①学部のイメージ向上」19に見られるよう
に学部独自の戦略からきているものが多かった。一方で、「②大学（全学）の国際化プログ
ラムの補完」28のように、全学プログラムの足りないところを学部で補完するという方向性
もみられる。また「⑤その他」では学生からの要望という意見が 4 あった。
図表6-1　学部独自各プログラムの特長（複数回答）
英語で専門科目
担当教職員の引率
企業等への現地見学会
専門の事前・事後授業
現地学生との交流
ホームステイ
現地での日本語サポート
参加費用の奨学金
その他
0 5 10 15 20 25 30 35
図表6-2　学部独自各プログラムを行う理由（複数回答）
学部のイメージ向上
全学プログラムの補完
学部カリキュラムの充実
父母からの要望
その他
0 5 10 15 20 25 30 35
（出所）調査結果より著者作成。
（出所）調査結果より著者作成。
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事後授業の有無は「ある」が 2 （13.3％）となった（N=15）。 1 年以上の単位認定留学プロ
グラムは、 1 学期（半年単位）の単位認定留学プログラム同様、これよりも期間が短いプロ
グラムに比べて引率者の数が極めて少なく、また旅行会社・仲介業者のサポートが少なくな
っているのが特徴である。これも 1 学期（半年単位）の単位認定留学同様に同期間の留学プ
ログラムの実施にあたって協定大学等を活用していることによるものと考えられる。
 ６．学部独自の留学プログラムの特長
　本章では学部独自の留学プログラムにどのような特長があるのかを聞いている８）。ここで
は学部独自の留学プログラムの特長としてあてはまるものを複数回答で選んでもらってい
る。選択肢は「①英語での専門科目を開講」「②担当教職員の引率」「③現地企業、機関への
現地見学会の充実」「④専門の事前・事後授業の充実」「⑤現地学生との交流」「⑥ホームス
テイ」「⑦現地での24時間日本語サポート」「⑧参加費用を援助するための奨学金」「⑨その他」
である（図表 6 - 1 ）。
８） ここでは大学全体の留学プログラムと比較した際の学部独自のプログラムの特長および存在意義を聞
き出したかったがうまく聞き出せていない。
引率教員
（ 1ｐ. あたり）
引率事務員
（ 1ｐ. あたり）
引率期間
旅行会社等の
サポート
事前・事後授業
の有無
1 週間から 2 週間の
研修旅行
1.46人 0.40人 10〜15日程度 69.2％ 76.9％
2 週間から 1 ヶ月程
度の短期留学
0.82人 0.0人
7日以下、21〜
30日
70.6％ 76.5％
1 学期（半年単位）
の単位認定留学
0.21人 0.0人 ― 17.6％ 35.3％
1 年以上の単位認定
留学
0.15人 0.0人 — 20.0％ 13.3％
図表5-1　学部独自各プログラムの実施体制
（出所）調査結果より著者作成。
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　多い順にあげれば「⑤現地学生との交流」、31「⑧参加費用を援助するための奨学金」22、「②
担当教職員の引率」21、「①英語での専門科目を開講」20、「④専門の事前・事後授業の充実」
19となった。「⑧参加費用を援助するための奨学金」を除くこれらの項目は学部独自の留学
プログラムの存在意義を高める極めて重視されている要素といえよう。
　次に学部独自の留学プログラムを行う理由についてあてはまるものを複数回答で選んでも
らった。選択肢は「①学部イメージの向上」「②大学（全学）の国際化プログラムの補完」「③
学部カリキュラム充実の一環」「④父母からの要望」「⑤その他」である（図表 6 - 2 ）。
 
　「③学部カリキュラム充実の一環」31および「①学部のイメージ向上」19に見られるよう
に学部独自の戦略からきているものが多かった。一方で、「②大学（全学）の国際化プログ
ラムの補完」28のように、全学プログラムの足りないところを学部で補完するという方向性
もみられる。また「⑤その他」では学生からの要望という意見が 4 あった。
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図表6-2　学部独自各プログラムを行う理由（複数回答）
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（出所）調査結果より著者作成。
（出所）調査結果より著者作成。
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 ７．プログラム推進上の課題
　本章ではプログラムを推進する上での課題、問題点について明らかにする。ここでは、学
部で留学プログラムを推進するにあたって特に感じている問題点について、複数回答で選ん
でもらった。選択肢は「①応募者が少ないものがある」「②学生の語学力不足」「③危機管理
に対する対応の問題」「④教員、事務職員の協力が得られない」「⑤教員、事務職員の負担が
大きい」「⑥ゼミが取れない等、学習の継続が損なわれる」「⑦宿泊先の確保が困難」「⑧学
生の費用負担が大きい」「⑨研修先・宿泊先でのネット、パソコン環境が不十分」「⑩レベル
別の授業に対応できない」「⑪その他」である（図表 7 - 1 ）。
　問題点として特に多くの回答があった項目を順に並べると「①応募者が少ないものがある」
37、「②学生の語学力不足」34、「⑧学生の費用負担が大きい」23、「③危機管理に対する対
応の問題９）」21、「⑤教員、事務職員の負担が大きい」19となった。一方、「④教員、事務職
員の協力が得られない」という回答はわずかであった。
９） 本アンケート調査ではこれまでおこなわれた留学プログラムで発生したトラブルおよび危機管理につ
いて自由に記述をしてもらっている。論文の最後に掲載しているので参照されたい。
図表7-1　学部独自プログラムを推進する上での問題点（複数回答）
応募者が少ないものがある
学生の語学不足
危機管理に対する対応
教員、事務員の協力の問題
教員、事務員の負担の問題
学習の継続性が損なわれる
宿泊先の確保が困難
学生の費用負担が大きい
ネット、パソコン環境
レベル別の授業への対応
その他
0 5 10 15 20 25 30 4035
（出所）調査結果より著者作成。
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経済・経営系学部の国際化への 取り組みについての研究（関西大学経済学部重点領域研究会）
 ８．結びにかえて
　本調査研究から明らかになったのは以下の点である。
　①現在、ほぼすべての大学は各種留学プログラムを中心に様々な国際化への取り組みを進
めている。しかし留学プログラム以外の外国語での講義の開講といった取り組みについては
必ずしも進んでいない。また全学での取り組みに比べて学部独自での取り組みは現在のとこ
ろ限られたものである。
　②学部独自の留学プログラムのカリキュラム上の位置づけは選択科目が多い。また、実施
体制についてみれば、期間が短いほど教職員の引率者数が多く、旅行会社・仲介業者のサポ
ートを得ているケースが多くなっていた。事前・事後授業の有無については期間が短いほど
行っている割合は高い。これは長期の留学プログラムでは協定大学等を利用しており、こう
いった所作が必要ないためと思われる。
　③学部独自の留学プログラムの特長としては、現地学生との交流を挙げる回答が多かった。
また、独自の留学プログラムを行う理由としては、学部カリキュラムの充実や学部のイメー
ジアップといった学部独自の戦略にかかわるものが多いが、全学プログラムの補完といった
方向性も見られた。
　④推進する上での課題については、応募者数の問題、学生の語学レベルの問題、学生の費
用負担問題、危機管理に対する対応の問題、教員・事務職員の負担の問題が指摘された。年々
教員、事務職員の負担が大きくなる中で、実施において労力が少なく魅力的なプログラムを
作り上げるかが重要になるであろう。負担と成果のバランスをとる必要がある。
　最後に本稿に課題を挙げたい。本稿では学部レベルにおける国際への取り組みの全体像を
描き出したかったが、議論が留学プログラムに偏ってしまった。また、学部独自の取り組み
の評価については大学全体の取り組みとの関係の中でなされるべきだが、本稿ではこの点を
十分検討することが出来なかった。
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 ７．プログラム推進上の課題
　本章ではプログラムを推進する上での課題、問題点について明らかにする。ここでは、学
部で留学プログラムを推進するにあたって特に感じている問題点について、複数回答で選ん
でもらった。選択肢は「①応募者が少ないものがある」「②学生の語学力不足」「③危機管理
に対する対応の問題」「④教員、事務職員の協力が得られない」「⑤教員、事務職員の負担が
大きい」「⑥ゼミが取れない等、学習の継続が損なわれる」「⑦宿泊先の確保が困難」「⑧学
生の費用負担が大きい」「⑨研修先・宿泊先でのネット、パソコン環境が不十分」「⑩レベル
別の授業に対応できない」「⑪その他」である（図表 7 - 1 ）。
　問題点として特に多くの回答があった項目を順に並べると「①応募者が少ないものがある」
37、「②学生の語学力不足」34、「⑧学生の費用負担が大きい」23、「③危機管理に対する対
応の問題９）」21、「⑤教員、事務職員の負担が大きい」19となった。一方、「④教員、事務職
員の協力が得られない」という回答はわずかであった。
９） 本アンケート調査ではこれまでおこなわれた留学プログラムで発生したトラブルおよび危機管理につ
いて自由に記述をしてもらっている。論文の最後に掲載しているので参照されたい。
図表7-1　学部独自プログラムを推進する上での問題点（複数回答）
応募者が少ないものがある
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危機管理に対する対応
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 ８．結びにかえて
　本調査研究から明らかになったのは以下の点である。
　①現在、ほぼすべての大学は各種留学プログラムを中心に様々な国際化への取り組みを進
めている。しかし留学プログラム以外の外国語での講義の開講といった取り組みについては
必ずしも進んでいない。また全学での取り組みに比べて学部独自での取り組みは現在のとこ
ろ限られたものである。
　②学部独自の留学プログラムのカリキュラム上の位置づけは選択科目が多い。また、実施
体制についてみれば、期間が短いほど教職員の引率者数が多く、旅行会社・仲介業者のサポ
ートを得ているケースが多くなっていた。事前・事後授業の有無については期間が短いほど
行っている割合は高い。これは長期の留学プログラムでは協定大学等を利用しており、こう
いった所作が必要ないためと思われる。
　③学部独自の留学プログラムの特長としては、現地学生との交流を挙げる回答が多かった。
また、独自の留学プログラムを行う理由としては、学部カリキュラムの充実や学部のイメー
ジアップといった学部独自の戦略にかかわるものが多いが、全学プログラムの補完といった
方向性も見られた。
　④推進する上での課題については、応募者数の問題、学生の語学レベルの問題、学生の費
用負担問題、危機管理に対する対応の問題、教員・事務職員の負担の問題が指摘された。年々
教員、事務職員の負担が大きくなる中で、実施において労力が少なく魅力的なプログラムを
作り上げるかが重要になるであろう。負担と成果のバランスをとる必要がある。
　最後に本稿に課題を挙げたい。本稿では学部レベルにおける国際への取り組みの全体像を
描き出したかったが、議論が留学プログラムに偏ってしまった。また、学部独自の取り組み
の評価については大学全体の取り組みとの関係の中でなされるべきだが、本稿ではこの点を
十分検討することが出来なかった。
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●発生したトラブル
・ 留学プログラム上のルールとして、海外での飲酒を認めていないが、飲酒事実が発覚。（ただ
し他者への被害等はなく、あくまでルール違反という程度）。
・今までに大きなトラブルはなし。空港での盗難で手荷物が被害にあったことがある。
・ ホームステイ先の食事へのクレーム（価格の割りに貧弱）、女子学生がストーカーに追われ
た。
・ 今年度派遣学生が派遣先大学構内で交通事故にあった。学生の父からの連絡で知ったが、派遣
先大学は本学から連絡するまで全く知らなかった。この件以降、派遣先大学と密に連絡を取り
合うことや留学生全員及び留学や外国研修の時は保険への加入を義務づけるなど危機管理に備
えるようになった。具体的な危機管理については本学国際交流委員会で決める予定である。
・体調不良を起こす学生が何人も出ること。
・ 語学研修先で他大学の学生と飲酒上の傷害事件を起こし、他大学の留学センターと協力して学
生と保護者に対応した。危機管理について法人・大学本部で全く対応がない。
・ 交換留学に派遣した学生が特定の宗教に入っておりその活動のため失踪、後に日本大使館で保
護された。
・交換留学において反日感情が高まった時期に留学生の安否と周囲の状況について確認した。
●危機管理面で留意していること
・危機管理面では新型インフルエンザ等の対応。
・有事の為の緊急対応マニュアルを毎年度定めている（大学全体としての対応）。
・保険に加入させる（保険料は大学負担）。
・危機管理として、ネイティブ教員の引率、事情に精通した教員を引率に当てている。
・留学中の学生の中からリーダー、副リーダーを決め、連絡の徹底を図っている。
・危機管理対応用マニュアル、体制作りマニュアル有り。
・現地の支援者とよく連携をとっている。事前研修の徹底。
・ 現地でのレンタカーをどうするか検討してことがあるが、万一の場合のリスクを考え厳禁とし
た。
・ マレーシア研修（中期留学）では大学の寮に寄宿して行うため、医療関係やカウンセリング対
応など一定程度補償されるが十分とは言えない。場合によっては保護者が赴く等の対応が必
要。尚、提携のため本学関係者は滞在しない。
・現地状況事情を熟知している教員が現地の提携校の協力を得て実施している。
・ トラブルの前例はなし。海外渡航に関する傷害保険等に個人で加入するよう学生には指導して
いる（学部負担では保険加入は取り扱わない）。
・大学と私的機関利用マニュアルを作成し外部業者と契約して問題発生時の対応を行っている。
・大学として危機管理システムを導入し、学生の定期的な安否確認等を実施している。
・ 相手の大学との信頼関係を十分に築いておくことがトラブルを起こさないための条件と思われ
る。
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はじめに―なぜいまビジネス倫理か―
　企業倫理、経営倫理、職業倫理というように訳し分けて使われているビジネス・エシック
ス（business ethics）という用語は、従来のコンプライアンス（法令遵守）を意味するとこ
ろにとどまらず、営利活動を展開する企業と、その影響を直接・間接に受ける労働者や消費
者、家庭、地域住民、途上国の人びと、自然環境との緊張関係を表現する用語になりつつある。
近年の数々の食品偽装事件とか、CO2 削減に消極的なアメリカや日本の大企業の姿勢を見て
いると、企業と倫理とは本来対立的であり、果たして企業倫理という概念が成り立つのか、
という根本的な疑問さえ生まれてくる。しかし、このような根本的な疑問を抱えながらも企
業倫理にたいする関心が高まってきた背景には、国境を越えてビジネスを展開する多国籍企
業の社会的力がかつてないほど大きくなり、その社会的責任を問う議論が高まっていること
がある。例えば、アメリカの経済雑誌『フォーチュン』が 2007 年に発表した世界企業上位
500 社（国別で見ると、アメリカ 162 社、日本 67 社、フランス 38 社、ドイツ 37 社、イギ
リス 33 社）は、世界市場で取引される商品の 54％を生産している。また、ウォルマートや
エクソン・モービル、ロイヤル ･ ダッチ ･ シェルなどの企業売上高は 3000 億ドルを超えて
おり、それはオーストリアやデンマーク、インドネシアといった中規模の国民国家の GDP
に相当するほどの大きさである。巨大企業の社会的責任を問う問題群として、環境保全、雇
用と労働条件、途上国の児童労働の搾取、人権侵害、安全・品質（製造物責任）、内部告発、
誇大広告、インサイダー取引、人間の生存にとって不可欠な水のような基本財の商品化、戦
争の民営化（民間軍事企業）などがある。2000 年に発足した国連グローバル・コンパクトは、
法的拘束力をもたないとはいえ、多国籍企業が守るべき人権、労働、環境、腐敗防止に関す
る 10 原則を定めている。
Ⅰ．思想史的視点からビジネス倫理の論じ方を問う試み
　本書は、企業が経済のみならず政治や文化（消費文化を含む）や軍事の面においても巨大
書　　評
佐藤方宣編『ビジネス倫理の論じ方』
（ナカニシヤ出版、2009年）
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